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「「「「山梨県山梨県山梨県山梨県食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心推進推進推進推進条例条例条例条例（（（（仮称仮称仮称仮称））））」」」」のののの骨子骨子骨子骨子（（（（案案案案））））    
    

制定制定制定制定のののの趣旨趣旨趣旨趣旨    

 

○ 平成１３年秋のＢＳＥ感染牛の発見以降、偽装牛肉事件、食品の不正表示、輸入野菜

の残留農薬検出などの問題が相次いで起こり、食品の安全性に対する信頼は大きく揺ら

ぎ、安全・安心な食生活を求める消費者の声が高まりました。 

○ このような中、平成１５年５月に「食品安全基本法」が制定され、地方公共団体の責

務として、食品の安全性の確保に関し、地方公共団体それぞれの諸条件に応じた施策を

策定し、実施する旨が規定されました。 

○ これらの経緯を踏まえ、県は、食の安全・安心の確保に関する施策の方向を明らかに

した「やまなし食の安全・安心基本方針」を平成１５年９月に策定しました。 

○ さらに、平成１６年３月に具体的な取組内容や手順、関係者の役割などを明らかにし

た「やまなし食の安全・安心行動計画」を策定し、食の安全･安心の確保のための施策

を総合的かつ計画的に実施してきました。 

○ この間にも、中国産冷凍餃子の薬物混入事件、非食用米穀の不正流通事件、福島第一

原子力発電所事故に起因する食品からの放射性物質の検出、生肉の提供による食中毒事

件、その他数々の食品表示偽装事件など、全国的に食の安全・安心を脅かす事案が相次

いで発生しています。 

○ こうした状況を踏まえ、食品の安全性を確保し、県民の不安を解消するためには、食

の安全・安心を確保する決意を県が明らかにするとともに、県、生産者、事業者が果た

すべき責務や県民の役割を明確に規定し、関係者の共通認識の下、一体となって、食の

安全・安心の確保に関する取り組みを行う必要があると考え、「食の安全･安心推進条例」

（仮称）（以下「条例」という。）を制定することとしました。 

    

条例条例条例条例のののの名称名称名称名称    
 

山梨県食の安全・安心推進条例（仮称） 

【説明】  

○ 食の安全・安心の確保は、県民の生活に密接に関わっていることから、県民に身近で

分かりやすい名称にする必要があります。 

［他都道府県の名称の例］ 

□□都道府県 （「食」「食品」「食品等」） （「の」） 

（「安全」「安全・安心」「安全・安心・信頼性」） （「の」） 

（「確保」「推進」「確保推進」） （「に関する」）  条例 

条例条例条例条例のののの構成構成構成構成    
 

前文 

第１章 総則（第１～６条） 

第２章 推進計画等（第７～９条） 

第３章 食の安全・安心の確保（第１０～２５条） 

第１節 総合的な食の安全・安心対策を推進するための体制整備（§10～§13） 

第２節 生産から販売に至る食品の安全性の確保（§14～§17） 

第３節 食品に関する正確な情報の提供（§18～§21） 

第４節 消費者、生産者、事業者の相互理解、信頼関係の構築（§22～§25） 

第４章 食品による健康への悪影響の未然防止（第２６～３０条） 

第５章 山梨県食の安全・安心審議会（第３１～３３条） 

第６章 雑則（第３４条） 

【説明】  

○ 現行の「やまなし食の安全・安心基本方針」の内容を踏まえ、条例としての一般的な

構成に沿った形で設定します。 
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条例条例条例条例のののの施行時期施行時期施行時期施行時期    
    

○ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第２１条、第２６条、第２

７条、第２９条及び第３０条の規定については、所要の周知期間を設ける。 

【説明】  

○ 第２１条、第２６条、第２７条、第２９条及び第３０条の規定は、規制的内容を含む

ため、所要の周知期間を設ける必要があります。 

［他都道府県の周知期間の例］（平成 19年以降制定・公布） 

公布～施行まで 

１２ヶ月 鹿児島県（1/1 施行）、三重県（7/1 施行）、大阪府（4/1 施行） 

９ヶ月 滋賀県（10/1 施行）、茨城県（4/1 施行）、愛媛県（10/1 施行） 

８ヶ月 岩手県（4/1 施行）、神奈川県（4/1 施行）、沖縄県（4/1 施行） 

３ヶ月 山口県（4/1 施行） 

    

前文前文前文前文    

 

○ 食は、人の生命の源であり、その安全性と信頼性が確保されることは、私たちが健康

で安心して暮らしていくためにきわめて重要である。 

○ 近年の科学技術の進歩や国際化の進展の中で、国内外からもたらされる多種多様な食

品が日々の食卓を彩り、私たちは豊かな食生活を享受できるようになった。 

○ 一方、近年、食品の安全性を脅かしその信頼性を揺るがす事態が相次いで発生してい

ることを背景として、県民の食に対する関心はますます高まっており、食の安全・安心

の確保に向けた一層の取組が強く求められている。 

○ 山梨県は、フルーツとワインに代表される果樹王国であり、清らかな水や空気、恵ま

れた自然環境を活かした様々な農林水産物やそれらを主な原材料とした加工食品、ほう

とう・煮貝などの郷土食・食文化等は、本県のイメージの中核を担っている。 

○ 今こそ、生産者、事業者、県民のすべてが、食の重要性を十分に認識し、環境の保全

にも配慮しながら、食の安全・安心の確保に向けて、創意工夫を重ね、それぞれの責務

と役割を協働して果たすことが必要である。 

○ ここに、県民の総意として、将来にわたって食の安全・安心の確保を推進することを

決意し、消費者から信頼され安全にかつ安心して消費できる食品等の生産及び供給の拡

大を通じ、健康で安心して真に豊かな県民生活の実現に寄与するため、この条例を制定

する。 

【説明】  

○ 制定の趣旨を明らかにするため、前文を置きます。 

    

第第第第１１１１章章章章    総則総則総則総則    
    

１１１１    目的目的目的目的（（（（第第第第１１１１条関係条関係条関係条関係））））    

○ この条例は、安全にかつ安心して消費できる食品等の生産及び供給の確保に資するこ

とを目的とする。 

○ その目的を実現するため、食の安全・安心の確保に関し、 

・ 基本理念を定める。 

・ 県、生産者及び事業者の責務並びに県民の役割を明らかにする。 

・ 施策の基本となる事項を定めることにより、食の安全・安心の確保に関する施策を

総合的かつ計画的に推進する。 

【説明】  

○ 前文の趣旨を踏まえ、安全にかつ安心して消費できる食品等の生産及び供給の確保に

資することを、この条例の目的とします。 
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２２２２    定義定義定義定義（（（（第第第第２２２２条関係条関係条関係条関係））））    

○ 食の安全・安心の確保 

  食品等の安全性及び食品等に対する消費者の信頼を確保することをいう。 

○ 食品 

すべての飲食物をいい、薬事法に規定する医薬品及び医薬部外品を除く。 

（食品安全基本法第２条及び食品衛生法第４条第１項に規定する食品と同義） 

○ 食品等 

次の①～⑤をいう。 

①食品 

②添加物(食品衛生法第４条第２項に規定する添加物をいう。) 

③器具(同条第４項に規定する器具をいう。) 

④容器包装(同条第５項に規定する容器包装をいう。) 

⑤食品の原材料として使用される農林水産物 

○ 生産資材 

 肥料、農薬、飼料、飼料添加物、動物用の医薬品その他食品の安全性に影響を及ぼ

すおそれがある農林漁業の生産資材をいう。 

○ 生産者 

食品安全基本法第８条第１項の食品関連事業者のうち、農林水産物の生産（採取を

含む。）の事業を行う者及びその組織する団体をいう。 

○ 事業者 

生産者を除いた食品関連事業者をいう。 

○ 特定事業者（自主回収報告義務者） 

食品等を製造し、輸入し、加工し、若しくは販売することを営む者であって、県内

に事務所若しくは事業所又は製造し、輸入し、加工し、若しくは販売するための施設

を有するものをいう。 

【説明】  

○ 条例の中で用いる用語の意義について規定します。 

    

３３３３    基本理念基本理念基本理念基本理念（（（（第第第第３３３３条関係条関係条関係条関係））））    

○ 食の安全・安心の確保は、県民の健康の保護が最も重要であるという基本的認識の下

で、必要な措置が講じられることにより、行われる必要があること。 

○ 食の安全・安心の確保は、食品等の生産から消費に至る一連の行程の各段階において、

県民の活動が環境に及ぼす影響について配慮しつつ、必要な措置が適切に講じられるこ

とにより、行われる必要があること。 

○ 食の安全・安心の確保は、科学的知見に基づいて必要な措置が講じられることによっ

て、食品を摂取することによる県民の健康への悪影響が未然に防止されるようにするこ

とを旨として、行われる必要があること。 

○ 食の安全・安心の確保は、県、生産者、事業者及び県民が、それぞれの責務又は役割

を認識し、相互理解を深め、及び連携協力を図りつつ、行われる必要があること。 

【説明】  

○ 県民の健康の保護が最も重要であるという認識に立って、県、生産者、事業者は、食

の安全・安心の確保に関する取り組みを行う必要があります。 

○ 食品は、川上となる生産から川下となる消費までつながった一連の行程を経て供給・

消費されていることから、食品に携わる者すべてが、食の安全・安心の確保のために必

要な措置を適切に講じる必要があります。 

また、生産者、事業者、消費者は、食品の生産・製造から流通・消費に至る一連の行

程において、様々な形で環境に負荷を与えているため、環境に及ぼす影響についても配

慮しつつ、食の安全・安心の確保に関する取り組みを推進する必要があります。 

○ 食品等による健康への悪影響を未然に防止するため、県は、食の安全・安心の確保に

関する施策を最新の科学的知見に基づき行うとともに、生産者、事業者においても、科

学的知見を踏まえつつ、「食品のリスク」を一層低減するよう自主的、積極的に取り組

んで行く必要があります。 
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○ 食の安全・安心の確保は、行政だけでできるものではなく、消費者としての県民や生

産者、事業者との連携・協調があってできることから、県民、生産者、事業者及び県が、

それぞれの責務や役割を認識し、協力して、食の安全・安心の確保に関する取り組みを

進めていく必要があります。 

    

４４４４    県県県県のののの責務責務責務責務（（（（第第第第４４４４条関係条関係条関係条関係））））    

○ 食の安全・安心の確保に関する施策を総合的に策定し、実施すること。 

【説明】  

○ 条例の基本理念を実現し、食の安全・安心を確保するためには、県が必要な施策を総

合的に策定し、実施していくことが必要です。 

 

５５５５    生産者及生産者及生産者及生産者及びびびび事業者事業者事業者事業者のののの責務責務責務責務（（（（第第第第５５５５条関係条関係条関係条関係））））    

○ 食品等の安全性の確保について第一義的責任を有していることを認識し、食品等の生

産から販売に至る一連の行程の各段階において、食品等の安全性を確保するために必要

な措置を適切に行うこと。  

 また、使用人その他の従業者が食の安全・安心の確保に関する知識及び理解を深める

ことができるよう特に配慮すること。 

○ 食品等又は生産資材に起因して県民の健康に悪影響が生じ、又は生じるおそれがある

ときは、速やかにその原因を究明し、その拡大又は発生の防止のために必要な措置を迅

速かつ確実に行うこと。 

○ 食品等及び生産資材に関する正確かつ適切な情報の提供に努めること。  

○ 県が推進する食の安全・安心の確保に関する施策に協力すること。 

【説明】  

○ 生産者及び事業者は、日々の食品を消費者に提供する当事者であり、消費者に安全な

食品を提供する上での「第一義的責任」を有する立場にあります。生産者及び事業者は、

そのような認識の下、食品等の生産から販売に至る一連の行程の各段階において、食品

等の安全性を確保するために必要な措置を適切に講じる必要があります。 

また、食品等の生産から販売に至る一連の行程の各段階において、食品等の安全性の

確保に関わる使用人その他の従業者について、食の安全・安心の確保に関する知識と理

解を深める必要があります。 

○ 生産者及び事業者は、県民の健康への悪影響を未然に防止する観点から、食品事故発

生時の原因究明、自主回収など、必要な措置を迅速且つ確実に講じる必要があります。 

○ 食品等及び生産資材に関する正確かつ適切な情報が提供されることは、食品等に対す

る消費者の信頼を確保するのみならず、食品事故が発生した場合の原因究明にも資する

ものです。 

○ 県が食の安全・安心の確保に関する施策を推進するためには、消費者に安全な食品を

提供する上での「第一義的責任」を有する生産者及び事業者の協力が必要不可欠です。 

 

６６６６    県民県民県民県民のののの役割役割役割役割（（（（第第第第６６６６条関係条関係条関係条関係））））    

○ 自ら進んで、食の安全・安心の確保に関して、必要な知識を修得したり、必要な情報

を収集するなど、自主的かつ合理的に行動するよう努めること。 

○ 県が推進する食の安全・安心の確保に関する施策について意見を表明すること等によ

り、食の安全・安心の確保に積極的な役割を果たすこと。 

【説明】  

○ 県民は、食品の安全・安心の確保という自らの利益を実現するため、自ら進んで、食

の安全・安心の確保に関する知識と理解を深めるとともに、自らの取り扱いによって食

品の安全性を損ねることのないよう適切な行動に努める必要があります。 

○ また、県の関係施策について意見を表明することや、自らが知り得た食品等に関する

危害情報を県に提供すること等により、食の安全・安心の確保に積極的な役割を果たす

ことが期待されます。 
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第第第第２２２２章章章章    推進計画等推進計画等推進計画等推進計画等    

 

１１１１    推進計画推進計画推進計画推進計画（（（（第第第第７７７７～～～～８８８８条条条条関係関係関係関係）））） 

○ 県は、食の安全・安心の確保に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、食

の安全・安心の確保に関する施策の推進に関する計画（以下、「推進計画」という。）を

策定し、食の安全・安心の確保に関する施策についての基本的な方針など、食の安全・

安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項を定める。 

○ 推進計画を定めるに当たっては、県民の意見を反映させるために必要な措置を講じる

とともに、山梨県食の安全・安心審議会（仮称）の意見を聴く。 

○ 推進計画を定めたときは、遅滞なく公表する。 

○ 毎年度、推進計画の実施状況を山梨県食の安全・安心審議会（仮称）に報告し、これ

を公表する。 

【説明】  

○ 条例に基づく「食の安全・安心推進計画」（仮称）を新たに策定します。 

○ 現行の「食の安全・安心基本方針」及び「食の安全・安心行動計画」の内容は、条例

に基づき新たに策定する「推進計画」に引継ぐこととします。 

［条例制定前後のイメージ］ 

 

２２２２    施策施策施策施策のののの提案提案提案提案（（（（第第第第９９９９条関係条関係条関係条関係）））） 

○ 県民が、知事に対して、食の安全・安心の確保に関する施策の策定、改善又は廃止に

ついて、提案することができる仕組みを設ける。 

【説明】  

○ 県民の役割を踏まえ、食の安全・安心の確保に関する施策について、県民が提案する

ことができる仕組みを設けることとします。 

 

第第第第３３３３章章章章    食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの確保確保確保確保    

 

１１１１    総合的総合的総合的総合的なななな食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心対策安心対策安心対策安心対策をををを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための体制整備体制整備体制整備体制整備    

■ 危機管理体制の整備等（第１０条関係） 

○ 県は、食品を摂取することにより県民の健康に係る重大な被害が生じることを防止

するため、当該被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態への対処及び当該事

態の発生の防止に関する体制の整備その他の必要な措置を講じる。 

■ 人材の育成（第１１条関係） 

○ 県は、食の安全・安心の確保に関する実践的かつ専門的な知識を有する人材を育成

するため、講習会の開催その他の必要な施策を講じる。 

■ 国等との連携等（第１２条関係） 

○ 県は、食の安全・安心の確保に関する施策が円滑かつ効果的に講じられるよう国及

び他の地方公共団体との連携を図るとともに、必要があると認めるときは、国又は他

の地方公共団体に対し、意見を述べ、又は必要な措置を講じるよう要請する。 

■ 関係者との連携及び協働（第１３条関係） 

○ 県は、消費者、生産者、事業者、又はこれらの者の組織する団体と連携し、協働し

て、食の安全・安心の確保に関する施策の推進を図るよう努める。 

【説明】 

○ 県は、食の安全・安心を確保するために必要な体制を整備するとともに、人材の育成、

関係者との連携・協働等、これらの体制の構築に必要な措置を講じる必要があります。 

    

条例制定前 条例制定後 

（条例の規定と重複する部分） 食の安全・安心推進条例（仮称） 
食の安全・安心基本方針 

 

食の安全・安心行動計画 
食の安全・安心推進計画（仮称） 
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２２２２    生産生産生産生産からからからから販売販売販売販売にににに至至至至るるるる食品食品食品食品のののの安全性安全性安全性安全性のののの確保確保確保確保    

■ 監視の徹底及び指導等の充実（第１４条関係） 

 ○ 県は、食の安全・安心の確保を図るため、食品等の生産から販売に至る一連の行程

の各段階において、監視を徹底するとともに、指導及び検査の充実に努める。 

■ 調査研究の推進（第１５条関係） 

 ○ 県は、食の安全・安心の確保に関する施策を科学的知見に基づき、かつ、効果的に

講じるため、必要な調査研究の推進及びその成果の普及に努める。 

■ 生産者の自主的な取組に対する支援（第１６条関係） 

 ○ 県は、農林水産物の安全性及び信頼性の確保に関する生産者の自主的な取組を促進

するため、 

・ 生産工程の管理に関する手法の普及 

・ 環境への負荷の低減に配慮した農業生産方式に関する研究開発及びその成果の普及 

その他の必要な施策を講じる。 

■ 事業者の自主的な取組に対する支援（第１７条関係） 

 ○ 県は、食の安全・安心の確保に関する事業者の自主的な取組を促進するため、 

・ 食品衛生に関する最新の知識の普及 

・ 高度な衛生管理の方法の導入に対する支援 その他の必要な施策を講じる。 

【説明】  

○ 県民が安心して食生活を送れるよう、食品の生産から販売に至る一連の行程の各段階

において、 

・ 県は、監視を徹底し、指導及び検査の充実に努めるとともに、食の安全・安心の確

保に関する調査研究の推進を図っていく必要があります。 

・ 生産者及び事業者は、ＧＡＰ（農業生産工程管理）やＨＡＣＣＰ（危害分析重要管

理点）の手法の導入など、食品の安全性の確保に資する様々な取り組みを自ら進めて

いく必要があります。 

 

３３３３    食品食品食品食品にににに関関関関するするするする正確正確正確正確なななな情報情報情報情報のののの提供提供提供提供    

■ 情報の記録及び保存（第１８条関係） 

○ 生産者は、農林水産物に対する消費者の信頼を確保するため、農林水産物の生産に

関する必要な情報の記録及び保存に努める。 

○ 事業者は、食品等に対する消費者の信頼を確保するため、食品等の製造、加工、仕

入れ、販売等又は生産資材の製造、輸入、販売等に関する必要な情報の記録及び保存

に努める。 

○ 県は、これらの取組を促進するため、生産者又は事業者に対し、必要な助言又は指

導を行う。 

■ 情報の収集及び提供（第１９条関係） 

○ 県は、食の安全・安心の確保に関する情報について、収集、整理及び分析を行い、

消費者、生産者、事業者その他の関係者に提供する。 

○ 県は、生産者、事業者その他の関係者が保有する食の安全・安心の確保に関する情

報について、生産者、事業者その他の関係者による提供が促進されるよう必要な施策

を講じる。 

■ 適正な食品表示の確保（第２０条関係） 

 ○ 県は、食品の表示に対する消費者の信頼を確保するため、食品衛生法その他の法令

の規定による食品の表示が適正に行われるよう監視及び指導を行うとともに、食品の

表示の制度に関し、普及啓発その他の必要な措置を講じる。 

■ 消費者の合理的な選択に資する原産地の表示の確保（第２１条関係） 

 ○ 事業者は、別に知事が定めるところにより、消費者の合理的な選択に資する原産地

の表示に努める。 

【説明】  

○ 生産者及び事業者は、食品の生産から販売に至る一連の行程の各段階において情報の

記録及びその保存に努め、食品に関する正確な情報を消費者に提供することにより、食

品に対する消費者の信頼の向上に努める必要があります。 
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○ 県は、県民の健康への悪影響を未然に防止する上で有益な情報の収集、整理、分析を

行い、消費者、生産者、事業者その他の関係者に対し、ホームページなどにより積極的

に情報提供を行う必要があります。 

○ 食品表示は、消費者が食品を選択する上で重要な役割があるとともに、食品の安全性

の確保に大きなかかわりがあります。また、万一、食中毒等の事故が発生した際には、

原因の究明や製品回収などの事故の拡大防止措置を迅速かつ的確に行うための手がか

りともなります。そのため、食品表示が適正に行われるよう、生産者及び事業者に対す

る指導や表示制度の普及啓発等に努める必要があります。 

○ 食の安全・安心を脅かす事案が相次いでいることを受け、原産地の表示に対する消費

者の関心が高まっていることから、消費者の合理的な選択に資する、より具体的な原産

地の表示が事業者に求められています。 

 

４４４４    消費者消費者消費者消費者、、、、生産者生産者生産者生産者、、、、事業者事業者事業者事業者のののの相互理解相互理解相互理解相互理解、、、、信頼関係信頼関係信頼関係信頼関係のののの構築構築構築構築    

■ 相互理解の増進（第２２条関係） 

○ 県は、食の安全・安心の確保に関し、消費者、生産者、事業者その他の関係者間に

おける相互理解の増進による信頼関係の構築を促進するため、情報及び意見の交換の

機会の提供その他の必要な施策を講じる。 

■ 食の安全・安心推進月間（第２３条関係） 

○ 県民の間に広く食の安全・安心の確保についての関心を高め、その理解を深めると

ともに、食の安全・安心の確保に対する意識の高揚を図るため、９月を食の安全・安

心推進月間とし、その趣旨にふさわしい事業を行う。 

■ 認証制度の推進（第２４条関係） 

 ○ 県は、県内で生産された農林水産物又はこれを主たる原材料として県内で製造さ

れ、加工され、若しくは調理された食品であって、安全にかつ安心して消費できる優

良な品質を有するものの認証に係る制度の普及に必要な措置を講じる。 

■ 食育及び地産地消の推進（第２５条関係） 

 ○ 県は、県民が食の安全・安心の確保に関する知識と理解を深め、食に関する適切な

判断力を養うことが重要であることから、食育を推進する。 

○ 県は、地産地消が、食の安全・安心の確保に関する県民の知識と理解を深め、消費

者、生産者、事業者その他の関係者間における相互理解の促進に資することから、地

産地消を推進する。 

【説明】  

○ 消費者、生産者、事業者その他の関係者間の信頼関係を構築するためには、リスクコ

ミュニケーションの機会や食育及び地産地消の取組などを通じて、その相互理解を促進

するとともに、県民一人一人が食の安全・安心の確保に関する知識と理解を深めていく

必要があります。 

 

第第第第４４４４章章章章    食品食品食品食品によるによるによるによる健康健康健康健康へのへのへのへの悪影響悪影響悪影響悪影響のののの未然防止未然防止未然防止未然防止    

 

■ 出荷の制限（第２６条関係） 

○ 食品衛生法第１１条第２項又は第３項の規定に違反する食品（厚生労働大臣が定め

る量を超えて農薬が残留する食品等）に該当する農林水産物の出荷を制限する。 

■ 自主回収の報告（第２７条関係） 

 ○ 特定事業者（自主回収報告義務者）は、食品等の自主回収に着手した場合、その旨

を知事に報告する。 

○ 県は、当該報告を受けたときは、その内容を公表する。 

■ 危害情報の申出（第２８条関係） 

○ 人の健康に悪影響が生じ、又は生じるおそれのある食品等に関する情報を入手した

者は、県に対し、適切に対応するよう申し出ることができる。 

○ 県は、当該申出に相当の理由があると認めるときは、関係法令又はこの条例の規定

により、必要な調査を行い、その結果、必要があると認めるときは、必要な措置を講

じる。 
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■ 立入検査等（第２９条関係） 

○ 知事は、県民の健康への悪影響を未然に防止するため必要があると認めるときは、

法令又は他の条例に規定する措置を講じる場合を除き、生産者又は事業者に対し、立

入検査等の必要な措置を講じることができる。 

■ 措置勧告（第３０条関係） 

○ 知事は、県民の健康への悪影響を未然に防止するため必要があると認めるときは、

法令又は他の条例に規定する措置を講じる場合を除き、生産者又は事業者に対し、必

要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 

○ 当該勧告にあたっては、必要に応じて山梨県食の安全・安心審議会（仮称）の意見

を聴く。 

○ 当該勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わないときは、その旨及びその

勧告の内容を公表することができる。 

【説明】  

○ 食品による健康への悪影響を未然に防止するためには、県民の健康に悪影響を及ぼ

し、又は及ぼすおそれのある食品等を把握し、公表し、必要な措置を行い、県民が摂取

することを未然に防止する必要があります。 

○ 食品衛生法等の関係法令には、食品等による健康への悪影響を未然に防止するための

様々な規定が設けられていますが、関係法令で対応できない部分については、条例に規

定を設けて対応する必要があります。 

 

第第第第５５５５章章章章    山梨県食山梨県食山梨県食山梨県食のののの安全安全安全安全・・・・安心審議会安心審議会安心審議会安心審議会（（（（仮称仮称仮称仮称））））    

 

■ 山梨県食の安全・安心審議会（第３１～３３条関係） 

○ 知事の附属機関として山梨県食の安全・安心審議会（仮称）を設置する。 

【説明】  

○ 現行の「山梨県食品安全会議」を発展的に解消し、知事の附属機関として「山梨県食

の安全・安心審議会」（仮称）を新たに設置するものです。 

［他都道府県の名称の例］ 

□□都道府県 （「食の」「食品」「食品等」） 

（「安全」「安全・安心」） 

（「確保」「推進」「対策」） 審議会 

    

第第第第６６６６章章章章    雑則雑則雑則雑則    
    

■ 委任（第３４条関係） 

この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 


